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特　集 2019 年経済・金融の論点

要　約

忍び寄る「子どもの貧困」
が日本の潜在力を奪う

経済調査部　溝端 幹雄

2019 年は、国連にて各国のＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取り組
みが世界的に評価される最初の年となる。そこで本稿では、その目標の一
つである日本の子どもの貧困削減を取り上げてその実態をデータで「見え
る化」し、それが見えにくい理由や子どもの貧困を減らすには何をすべき
なのかを考える。

日本の子どもの貧困の特徴は、大人が１人の世帯で貧困率が高いことだ。
夫は無期雇用の正社員、妻は専業主婦という日本の雇用・社会システムの
前提における歪みが、子どもの貧困という形で顕在化しつつある。一方、
子どもの貧困が見えにくい理由は、貧困が相対概念で定義されること、現
代では子どもの持ち物には差がなく、サービス消費で差が生じていること
がある。

さらに子どもの貧困は、能力（認知・非認知）面や健康面を通じて、将来
の人的資本の劣化を招来しやすい。見た目では分かりにくい子どもの貧困
問題は、生産性を高めていくべき日本において隠れた大きなリスクである。

子どもの貧困を減らすには、政府による社会保障での対応だけでなく、
貧困世帯への行政からの積極的な支援（アウトリーチ）や、ＳＤＧｓの視
点から雇用面での取り組み、民間資金の積極的な活用なども重要である。

はじめに
１章　見えにくい子どもの貧困
２章　なぜ子どもの貧困が脅威となるのか？
３章　子どもの貧困を減らすためにできること
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はじめに
2015 年９月に国連サミットは、従来の国際開

発目標であるＭＤＧｓ（ミレニアム開発目標：
Millennium Development Goals） に 代 わ り、
新たに 2030 年までを対象とする「持続可能な開
発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable Development 
Goals）」を採択した。日本でもＳＤＧｓへの取
り組みが大企業を中心に盛んとなる中、2019 年
には各国の進捗状況を国連にて首脳級でレビュー
する初会合が予定され、日本企業のＳＤＧｓへの
取り組みが世界的に評価される最初の年となる。

そうしたＳＤＧｓが掲げる目標の一つに「貧困
をなくそう（No Poverty）」がある。途上国をター
ゲットとしていたＭＤＧｓでも貧困問題は取り組
むべき重要な課題であったが、今回のＳＤＧｓで
は先進国を含む全ての国に適用される普遍的なも
のとなっているのが特徴だ。足元の急速な技術革
新やグローバル化を踏まえると、今後、貧困は先
進国でも積極的に取り組まなければならない課題
となるだろう 1。

その中で、近年、各種メディアで報道されてい
るように、日本で子どもの貧困が大きな問題と
なっている。しかし、豊かになった現代の日本で
果たして子どもの貧困問題はそれほど深刻なの
か、疑問を持つ声も多く、その影響も十分理解さ
れていない。

本稿では、忍び寄る現代の子どもの貧困の実態
をデータで「見える化」し、現代の子どもの貧困
問題は昔と比べて見た目で分かりにくくなってい
る点を指摘する。また、なぜ子どもの貧困を放置
すべきでないのかを人的資本の視点から論じ、最
後に子どもの貧困を減らすには何をすべきなのか

1）特に日本で問題なのは、貧富の拡大ではなく、むしろ貧困の拡大であるとの指摘もある（森口［2017］）。

を考える。

１章　見えにくい子どもの貧困
１．身近にいる貧困層の子ども

貧困を測る基準としては、途上国や終戦直後の
日本のように生存可能な所得水準が問われる場
合、絶対的な所得水準が適している。一方、現在、
先進国をはじめ一般的に用いられる貧困の基準に
は、社会的な孤立を深めたり健康状態が悪化した
りするなど、その国で生活する上で人としての尊
厳を失いかねないリスクのある所得水準が使われ
る。具体的には、世帯１人当たりの可処分所得の
分布の中央値（可処分所得を高い順から並べて真
ん中に位置する人の可処分所得）の半分（貧困線）
の所得水準を指す。この貧困線に満たない人々が
全体に占める割合を「相対的貧困率」と定義して
いる。相対レベルの所得で貧困を定義するため「相
対的」と呼ばれる。

2017 年６月に政府が公表したデータでは、
2015 年の子どもの貧困率は 13.9％と大幅に改
善した（図表１）。前回 2012 年の 16.3％と比
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図表１　子どもの貧困率

（注）子どもの貧困率＝子ども（17歳以下）全体に占める、等価
可処分所得が貧困線に満たない子どもの割合

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」から大和総研作成
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べて改善している背景には、アベノミクスの影
響などで低所得世帯でも所得が増えていること
がある。ＬＩＳ（Luxembourg Income Study） 
Database により国際比較をすると、日本の子ど
もの貧困率はスペインなどの南欧諸国や米国より
も低く、オーストラリア・フランスと同程度だが、
フィンランドなどの北欧よりは高い水準である。

２．日本の子どもの貧困率の特徴

日本の子どもの貧困率の特徴は、大人が１人の
世帯で貧困率が高いことだ（図表２）。特に母子
世帯における子どもの貧困率が深刻である。これ
は日本の女性が低賃金となりやすいこと、その背
景にある女性に多い非正規雇用の存在が関係して
いる。父親の就業形態が非正規の場合でも子ども
は貧困に陥りやすく、２人親で子どもが貧困に陥
るケースも多い（図表３）。

夫は無期雇用の正社員、妻は専業主婦という世
帯モデルを前提とする日本の雇用・社会システム

が時代に合わなくなっており、その歪みが子ども
の貧困という形で顕在化している。

３．なぜ貧困層の子どもの存在が見えに
くいのか？

しかし、こうした子どもの貧困の実態は、われ
われの持つ貧困のイメージに必ずしも合わない。
それはなぜなのか。

１）相対概念で定義される貧困
子どもの貧困で実態と実感の乖離を生む原因に

は、貧困が相対概念で定義されることがある。先
述のように、相対的貧困と判断される所得水準
は、国全体の所得分布のうち中央値にある所得か
ら測って半分以下の所得と定義されるため、その
中にはわれわれがイメージしやすい飢餓状態（＝
絶対的貧困）ではない人々も多く含まれている。

しかし、程度の差はあれども、現代の日本社会
で平均的な所得の半分以下であれば、他の子ども
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図表２　世帯類型別・子どもがいる現役世帯
の貧困率（2015年）

（注）各世帯類型別の貧困率＝それぞれの現役世帯（世帯主が18
歳以上65歳未満の世帯）に属する世帯員全体に占める、等
価可処分所得が貧困線に満たない世帯の世帯員の割合

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」から大和総研作成
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（注）「正規」「非正規」の区分は、一般常雇（期間定めなし、契
約１年以上、１カ月以上１年未満の契約、日々または１月
未満の契約）の雇用者を、勤め先での呼称別に区分し再集
計したもの。「正規」は正規の職員・従業員、「非正規」は
パート、アルバイト、派遣職員、契約職員、嘱託、その他
を指す。「日々または１月未満の契約」については、サンプ
ル数が少ないため貧困率は集計せず

（出所）阿部彩（2014）「相対的貧困率の動向：2006、2009、
2012年」貧困統計ホームページから大和総研作成

図表３　親の就労状況別・子どもの貧困率
（2012年）
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たちと同じような生活ができなくて子どもは孤独
を感じてしまう、病気にかかっても適切な医療を
受けられない、親が長時間労働で家庭環境が悪化
するなど、子どもが社会生活を送るのに大いに支
障を来す可能性がある。小塩［2012］も指摘す
るように、そうした子ども時代の家庭環境が、将
来にわたって学力、人格、健康に影響を与え続け
る可能性が高いとされる。つまり、飢餓状態では
ないから大丈夫とはならないのだ。

２）見えないところで生まれる格差
もう一つ、現代ではどの子どもでも持ち物には

それほど差がなくなっていることが指摘できる
（図表４）。

例えば、ゲーム機や自転車、携帯電話やスマー
トフォンなどの持ち物では、一般世帯と貧困世帯
の差はほとんどないのだ。全体的にモノの値段が
下がっていることや、かつてと比べて日本ではモ
ノを買うだけの最低限の所得は得られるように
なったことが理由だろう。

しかし、貧困世帯の子どもは、習い事に通った
り、家族旅行ができないなど、いわゆる経験面で

一般世帯よりも不利となっている。低所得層では
親の労働時間も長くなりがちで、子どもに様々な
経験をさせる時間が取れないこと、それを不憫に
思う親がせめて持ち物だけでもと、モノで埋め合
わせをしている側面もあるのではないか。こうし
たサービス消費で差が生じていることが、貧困層
の子どもの存在が見えにくい背景にある。

２章　なぜ子どもの貧困が脅威と
なるのか？

子どもの貧困が深刻なのは、もちろん子ども自
身への影響に加えて、それが持続的な貧困を生み
出す結果、経済・社会的にも大きな影響を与える
からである。

子ども時代に貧困であると、教育の機会が奪わ
れやすくなり、人格（非認知能力）・健康面にも
影響を及ぼし、人的資本の劣化や不足を招く。そ
れが大人になった時点で貧困として現れて、さら
にその子どもが生まれると、世代を超えて貧困が
連綿として続いていくことになるのだ。それは将
来の税収の低下や社会保障給付の増加をも招き、
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（注）グラフは大阪府内全自治体のもの。一般世帯は等価可処分所得が中央値以上、貧困世帯は困窮度Ⅰ（等価可処分所得が中央値の50％の
ライン）を指す

（出所）公立大学法人大阪府立大学「大阪府子どもの生活に関する実態調査」（平成29年３月）から大和総研作成

図表４　貧困世帯の有無別・子どもの持ち物や諸経験の違い（左：持ち物、右：経験〈大阪府、2016年〉）
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資源の乏しい日本では国力の低下へ直結すること
になるだろう。

１．人的資本の劣化・不足を加速させる

１）認知能力に与える影響
貧困・所得格差の連鎖を生み出す様々なルート

のうち最も重要なのが「教育」である。
親の年収にかかわらず全ての子どもが教育を受

けることができる義務教育でも、実態は親の年収
が上がれば子どもの学力も上昇する関係がある。
塾や習い事などに費やす支出額は世帯年収が高い
ほど多く、子どもの学力（認知能力）形成には親
の所得が大きな影響を与えやすい（図表５、図表

2）「逆境を乗り越える力」を表す８つの項目（例：「自分のベストを尽くそうとする」）を子どもの親に５段階で評価
してもらい、その合計を得点化した分布の下位 10％を、「逆境を乗り越える力」が低い群と定義している。

６）。

２）非認知能力に与える影響
勉強などの認知能力だけでなく、忍耐力、やる

気、協調性、コミュニケーション能力といった、
社会の中で生きていく上で必要な非認知能力の形
成も重要だ。しかしここでも、貧困世帯の子ども
は不利となっている。

例えば東京都足立区を対象とした調査による
と、「逆境を乗り越える力」2 は貧困世帯（生活困
難世帯）の方が低い（図表７）。非認知能力は子
どもが勉強をする前向きな姿勢とも関係してお
り、貧困世帯の子どもは能力形成の面で悪循環に
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（注1）世帯年収は税込年収
（注2）「国語Ａ」「算数Ａ」は基礎的・基本的な知識・技能が身に

付いているかどうかをみる問題、「国語Ｂ」「算数Ｂ」は
基礎的・基本的な知識・技能を活用することができるかど
うかをみる問題、である

（出所）国立大学法人お茶の水女子大学「平成２５年度全国学力・
学習状況調査（きめ細かい調査）の結果を活用した学力
に影響を与える要因分析に関する調査研究」（平成26年
３月28日）から大和総研作成

図表５　子どもの学力と世帯年収の関係（小学
６年生）
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図表６　世帯年収別に見た学校外教育支出の
分布（中学３年生）

（注）世帯年収は税込収入。学校外教育支出（学習塾や習い事）
は子ども１人当たり月平均支出

（出所）国立大学法人お茶の水女子大学「平成２５年度全国学力・
学習状況調査（きめ細かい調査）の結果を活用した学力
に影響を与える要因分析に関する調査研究」（平成 26年
３月28日）から大和総研作成
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陥りやすい。

３）健康面に与える影響
また、健康状態が悪いと、将来仕事を続けるこ

とが難しくなり生涯所得が下がるリスクが高ま
る。

例えば、貧困世帯では栄養が偏りがちで子ども
の肥満が多くなりやすく、将来の健康面でのリ
スクも抱えている（図表８）。こうした背景には、
親が長時間もしくは深夜・早朝勤務で子どもの様
子を見守る余裕がないことも関係がありそうだ。

２．様々な経済的・社会的コストを生む

こうした子どもの貧困を放置することのコスト
を試算した研究も国内外で行われている。例えば、
米国については McLaughlin and Rank［2018］
や Holzer, Schanzenbach, Duncan, and 
Ludwig［2008］ が、 英 国 に 関 し て は Hirsch

［2013］が、それぞれ子どもの貧困による経済的
コストを推計している。McLaughlin and Rank

［2018］の推計では、米国で子どもの貧困を放置
することで約１兆ドル（ＧＤＰの 5.4％）の損失
が生まれると指摘している。具体的には、生産性
の損失、医療・犯罪コストの増加、子どものホー
ムレスや虐待の結果として生じるコストを挙げて
いる。そして、米国で子どもの貧困に１ドルを投
資すれば、将来的には少なくとも７ドルのそれら
のコストを抑制できるとしている。

日本での試算については日本財団［2015］の
ものがある。それによると、子どもの貧困の放置
によって、１学年当たり 2.9 兆円の経済的損失、
1.1 兆円の追加的な政府支出が発生するとしてい
る。

以上見てきたように、子どもの貧困は、能力（認
知・非認知）面や健康面を通じて、将来の人的資
本の劣化を招来しやすい。イノベーションなどで
就業者１人当たりの生産性を高めていくべき日本
では、これまで以上に人的資本の質の高さが決定
的に重要となる。川口［2016］は、人工知能等
の新しい技術革新と生産性の関係が注目される中
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図表７　生活困難世帯の有無別・「逆境を乗り
越える力」が弱い子どもの割合（2016
年度）

（注1）生活困難世帯とは、「世帯年収300万円未満」「生活必需
品の非所有」「支払困難経験あり」の３つの要素のうちい
ずれか１つでも該当する世帯を指す

（注2）数字は「逆境を乗り越える力」が低群に分類される子ども
の割合を指す

（出所）東京都足立区・平成28年度報告書「第2回子どもの健康・
生活実態調査」から大和総研作成
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（注1）生活困難世帯とは、「世帯年収300万円未満」「生活必需
品の非所有」「支払困難経験あり」の３つの要素のうちい
ずれか１つでも該当する世帯を指す

（注2）「肥満」の数字は肥満傾向に分類される子どもの割合を表す
（出所）東京都足立区・平成28年度報告書「第２回子どもの健康・

生活実態調査」から大和総研作成
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で、そうした新しい技術はそれを使いこなす人材
との組み合わせによってはじめて高い生産性を発
揮することができるとし、その意味で高い能力を
持った人材を育成する人的資本政策の重要性を説
いている。

次世代を担う子どもの貧困は、人的資本を持続
的に劣化させて長期的な国力の低下に直結する。
見た目では分かりにくい子どもの貧困問題は、日
本の隠れた大きなリスクである。

３章　子どもの貧困を減らすため
にできること

１．「子ども」「親」へ多面的なサポート
１）政府・自治体も対策に乗り出している

それでは、子どもの貧困を減らすには何をすれ
ばよいのか。

政府や自治体は既に対策へ乗り出しており、
2013 年に「子どもの貧困対策法（子どもの貧困
対策の推進に関する法律）」が成立している。そ
してそれに沿った形で、2014 年には具体的な施
策を反映させた「子供の貧困対策に関する大綱」

（以下、大綱）を策定している。大綱では子ども
の貧困を把握するための指標を開発するととも
に、そうした指標の改善に向けた当面の重点施策
として、①教育の支援、②生活の支援、③保護者
に対する就労の支援、④経済的支援等、親子に対
する多面的な支援――を掲げている。

子どもの貧困対策の高まりを受けて、特に金銭
面から社会保障給付の充実を図っている。従来は
母子世帯に偏重していた児童扶養手当に関して
も、2010 年より父子世帯へ対象が拡充された。

3）次の支払期日までの時間が長いと、家計管理がしにくく、給付を使い切ってしまうなどのリスクがあるため、そ
うしたリスクへ配慮するための措置と考えられる。

2016 年は母子世帯の第２子以降の加算額の上乗
せ等、2018 年には全部支給対象者の所得限度額
の引き上げがあり、さらに 2019 年には支払回数
が年３回から年６回に引き上げられる 3。

また、必ずしも子どもの貧困対策に限定するわ
けではないものの、最近では政府によって子ども
への教育を含めた金銭的支援が拡充されている。
消費税率が 10％へ引き上がる 2019 年 10 月から
は、幼児教育・保育の無償化も実施される。この
ように金銭面で子どもの貧困に対する対策は改善
されつつある。

２）支援側からの積極的支援（アウトリーチ）
しかしながら、子どもの貧困を削減するには、

さらに踏み込んだ対策が必要となるだろう。
例えば、子どもの非認知能力に大きな影響を与

える家庭環境への働きかけ（例：子どもたちの居
場所支援）や子どもの親への就業・生活支援など
で、貧困当事者が置かれている状況に十分配慮し
た対策を取ることである。

さらに親への支援についても、行政が積極的に
関与すべきだろう。阿部・鈴木［2018］は、貧
困世帯に対する行政側からのアウトリーチの重要
性を指摘している。例えば、貧困世帯では仕事が
多忙で生活保護の申請などで役所に行く時間がな
い場合や、貧困に起因する精神疾患を抱えている
などの理由で申請手続き自体が困難となっている
事例もある。加えて、離婚してシングルマザーと
なった場合に、養育費の確保が重要であるが、現
状ではその確保が当事者同士に委ねられている。
その結果、母子世帯の養育費受給率が 24.3％（厚
生労働省［2017］「平成 28 年度全国ひとり親世
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帯等調査」）と低く、さらに貧困に陥りやすい学
歴の低い親ほど受給率は低くなりやすい。このよ
うに貧困当事者に任せると諸問題の解決が難しい
という現状がある。

そこで例えば、役所や学校、児童相談所、病院・
診療所など貧困家庭が訪れやすい場所で連携し
て、貧困世帯にいる子どもやその親の情報を共有
し、むしろ行政側から積極的に貧困の子どもを持
つ親に働きかけていくアウトリーチが重要になっ
てくる。

こうした現場レベルに寄り添った形で貧困問
題に取り組む必要性は、途上国の貧困に関する
実証研究からも明らかとなりつつある。例えば、
Banerjee and Duflo［2011］はＲＣＴ（ランダ
ム化比較試験：Randomized Controlled Trial）
と呼ばれる、因果関係を特定できる最新の実証
手法により、貧困問題の背景には、貧困者の情
報不足・誤認、決断事項の多さ、ネガティブな
予想による諦めなどがあるとしている。同様に、
Mullainathan and Shafir［2013］も、行動経済

4）その他、貧困世帯に対する家賃補助や光熱・水道料金の補助なども、子どもの貧困対策として検討に値する。

学や心理学の立場から、貧困者は請求書の支払い
など目先の決断事項に迫られて他の重要な事項に
意識が向かわず、一見すると怠慢に見える行動を
取りやすいと述べている。

したがって、貧困問題の解決には、貧困状態に
置かれれば誰でも起こり得る人間の処理能力の低
下を認識することが大切だろう。こうした最新の
学術的知見も踏まえつつ、貧困者の現状・ニーズ
に寄り添った介入の工夫が必要だ 4。

２．ＳＤＧｓとして民間レベルでの取り
組み

子どもの貧困の解決には、もちろん行政による
対応は重要だが、現在、民間企業で進められつつ
あるＳＤＧｓの取り組みも欠かせない。

その一つに雇用制度改革がある。例えば、長時
間労働の削減は、親が子どもを見守る時間を増や
すだろう。実際、ひとり親である女性の時間帯別
就業率は、二人親の女性と比べて夕方以降も高く
なっており（図表 9）、帰宅している子どもと過

0

4

8

12

16

20

24

28

0
10

20

30

40

50

60

70

0:00

0:15

2:00

2:15

4:00

4:15

6:00

6:15

8:00

8:15

10:00

10:15

12:00

12:15

14:00

14:15

16:00

16:15

18:00

18:15

20:00

20:15

22:00

22:15

（％pt）（％）
ひとり親と二人親の母親の差【右軸】

ひとり親の母親（シングルマザー）
二人親の母親

〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜

シングルマザーは
子どもの帰宅時間
にもまだ仕事をし
ている。

(時:分)
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（出所）総務省「平成28年社会生活基本調査」から大和総研作成
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ごす時間が短くなっている。さらに、日本の母子
世帯の就業率は諸外国と比べて高い傾向にあるこ
とから（図表 10）、むしろ日本における雇用面か
らの課題は、女性の賃金引き上げだ。こうした雇
用制度改革により貧困世帯の生活時間や所得を確
保していく努力は、特に日本で民間レベルから取
り組むべき、重要な子どもの貧困対策だろう。

また、ソーシャルインパクトボンド（Social 
Impact Bond：ＳＩＢ）による子どもの貧困支
援もあり得る。具体的には、行政側がＮＰＯな
ど民間事業者に子どもの貧困に関する事業を委託
し、それに必要な資金をＳＩＢにより調達する。
あらかじめ設定した目標を達成すれば、報酬（リ
ターン）を行政側から資金提供者に還元する。つ
まり、成果連動型の支払契約である。目標をどの
ように適切に設定するのかという点に課題はある
が、行政コストを抑えつつ、忍び寄る子どもの貧
困をＳＩＢにより民間資金から支援できる可能性
を持っている。
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図表10　ＯＥＣＤ諸国における母子世帯の就
業率（2014年）

（注）各国およびＯＥＣＤ平均の母子世帯の就業率は2014年。
ただし、ドイツは2013年、日本は2011年と2016年の平
均値。日本の母子世帯および父子世帯の内訳を示す棒グラ
フは構成割合を指す

（出所）厚生労働省「平成23年度全国母子世帯等調査」「平成28
年度全国ひとり親世帯等調査」、OECD Family Database
から大和総研作成
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